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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第5期

当第2四半期連結
累計期間

第5期
当第2四半期連結
会計期間

第4期

会計期間
自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日

自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

売上高 （百万円） 144,439 74,857 303,727

経常利益 （百万円） 6,810 3,660 9,453

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,513 1,352 1,459

純資産額 （百万円） － 76,671 78,119

総資産額 （百万円） － 256,665 260,392

1株当たり純資産額 （円） － 189.06 197.49

1株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 6.85 3.68 3.97

潜在株式調整後1株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） － 27.0 27.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,134 － 687

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,493 － △4,333

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,020 － 6,841

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － 12,776 9,430

従業員数 （人） － 12,487 12,467

　（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。

3．「潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

当第2四半期連結会計期間における重要な関係会社の異動は次のとおりであります。

当第2四半期連結会計期間において新たに提出会社の関係会社となった会社

名称 住所
資本金

（百万BHT） 主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

(連結子会社) 　 　 　  　

GS Yuasa Siam Industry L

td.
タイ サムトプラカン 150　 　電池及び電源 (60.0) －

　（注）1．議決権の所有割合の(　)は間接保有であります。

2．主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年9月30日現在

従業員数（人） 12,487 [2,156]

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当第2四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年9月30日現在

従業員数（人） 234 [83]

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当第2四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

なお、当社従業員は㈱ジーエス・ユアサ パワーサプライからの出向者であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第2四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

電池及び電源  

国内（自動車電池） 10,974

国内（産業電池及び電源装置） 14,407

海外 28,721

小計 54,103

照明 904

その他 3,671

合計 58,679

　（注）1．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、大型蓄電池並びに大型電源装置等の一部を除き、主として見込生産を行っておりますので、受注高

及び受注残高について特記すべき事項はありません。

(3）販売実績

　当第2四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

電池及び電源  

国内（自動車電池） 18,315

国内（産業電池及び電源装置） 16,211

海外 33,604

小計 68,132

照明 2,303

その他 4,422

合計 74,857

　（注）1．セグメント間の取引については相殺消去しております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第2四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の概況

　当第2四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融不安により世界的な景

気減速懸念が強まったことによって、企業の収益環境の悪化をまねき、設備投資の減速や個人消費の急速な冷え込み

が進みました。このような環境のもと、当社グループは、通期の業績目標の達成を目指して前期に引続き諸施策への取

り組みを推進しております。

　当第2四半期連結会計期間の売上高は、昨年度実施した鉛価格変動に対する販売価格改定効果の影響もあり、748億57

百万円となりました。利益面では、鉛価格相場が下落したことや合理化、経費削減に努めた結果、営業利益は42億28百

万円となりました。経常利益は持分法による投資利益の増加などにより36億60百万円となりました。なお、固定資産の

除却損や連結子会社において発覚した不適切な取引に伴う損失などを特別損失に計上しました結果、当第2四半期純

利益は13億52百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（電池及び電源）

　国内（自動車電池）においては、売上高は、新車用では販売数量は減少したものの、昨年度後半に実施した販売価格

の改定により堅調に推移しました。補修用については、販売価格の改定効果はありましたが、総需要の減少に伴う販売

数量の減少もあり厳しい状況が続きました。自動車関連機器は需要が落ち込みました。

　利益面では、合理化の推進や販売価格改定効果により、第1四半期連結会計期間に比べて利益が大きく改善しました。

　国内（産業電池及び電源装置）においては、フォークリフト用電池は、新車用が総需要の伸びにより好調でしたが、

補修用は販売価格の改定効果により、総需要の落ち込みに伴う販売数量の減少を補い、ほぼ前年同期並となりました。

据置用電池及び電源装置では、通信関連分野を中心とした需要が堅調であり、順調に推移しました。小型鉛電池につい

ては堅調に推移しました。利益面では、主として売上高の伸長により利益を確保しました。

　海外においては、各種電池における仲介貿易の伸長や販売価格改定の効果もあり、売上高、利益共に堅調に推移しま

した。

　　　これらの結果、売上高は684億41百万円、営業利益は45億21百万円となりました。

　

（照明）

　紫外線応用装置分野が堅調に推移した結果、売上高を伸ばし、これに伴い利益も確保しました。

　この結果、売上高は23億19百万円、営業利益は1億14百万円となりました。

（その他）

　デジタルカメラ向け充電器の販売数量の減少があったものの、大型リチウム電池関連が堅調であったため、売上高は

55億61百万円、営業利益は74百万円となりました。

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

　自動車電池等鉛蓄電池について鉛価格の高騰に対して販売価格改定に取り組んだことや、産業電池及び電源装置が

通信関連分野を中心として堅調に推移したこと、また仲介貿易の伸長により、売上高は505億29百万円となりまし

た。

  利益面では、合理化の推進や販売価格改定などに取り組んだことにより、営業利益は41億21百万円となりました。

（アジア）

　鉛価格下落に伴う販売価格改定や総需要の減少の影響により、売上高は194億90百万円、営業利益は77百万円となり

ました。

（欧米）

　鉛価格下落に伴う販売価格の改定や総需要の減少の影響はありましたが、合理化効果が浸透したこと及び増販に努

めたことにより、売上高は101億26百万円、営業利益は6億86百万円となりました。

（その他の地域）

　販売価格の改定や合理化に努めた結果、売上高は49億81百万円、営業利益は2百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は127億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ33億46百万円

の増加（35.5％）となりました。当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主たる要因は次の

とおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加及び仕入債務の減少により、34億62百万円のマイナスとなり

ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得により22億19百万円のマイナスとなりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、必要資金の増加及び投資活動のマイナスに充当したことにより、76億11百万

円のプラスとなりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第2四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。

（当社子会社の不適切な取引について）

　当第2四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であります株式会社 ジーエス・ユアサ ライティング（以

下、「GYL」といいます。）の千葉営業所において、同営業所の元所長が複数の取引先との間でいわゆる循環取引（以

下、「本件取引」といいます。）を行っていたことが判明しました。本件取引の内容に関する調査結果及び発生原因並

びに今後の再発防止策については以下のとおりであります。

 株主及び取引先をはじめとする関係者の皆様には多大なるご迷惑とご心配をおかけしましたことを改めてお詫び

申し上げます。今後は同様のことを二度と起こさないという固い決意の下、当社グループ一丸となって信用の回復に

努めてまいりますので、何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

Ⅰ．調査結果

 1．本件取引の内容

1）本件取引の態様

　本件取引は、GYL千葉営業所及びGYL代理店2社並びに照明関連器具の大手代理店など、合計8社を当事者とした

他社製品の架空売買または架空工事の請負を内容とします。実際には工事並びに製品の受け渡しは行われず、帳票

だけの取引が当事者間で循環しておりました。架空売買と架空工事のいずれを内容とする取引であっても、本件取

引によりGYL以外の当事者には1％～5％前後の利益が上がる仕組みとなっており、そのため取引が循環するごと

に販売額が膨れ上がっていくことになりました。

2）本件取引の関与者

　本件調査において得られた資料による限り、本件取引において各取引先に製品の転売先と転売価格を指示してい

たのがGYL千葉営業所の元所長（以下、「元所長」といいます。）であると判明しました。当社及びGYLの役員、元

所長以外の従業員の本件取引への主導的な関与は認められませんでした。

3）本件取引の動機

　元所長がGYL千葉営業所の業績を引き上げるために、本件取引により売上を水増ししたものであります。本件調

査において、元所長は本件取引によって利益を得ていた取引先の会社社長から多額の現金を借り入れ、現在に至る

まで返済していないことが判明しており、このような形で個人的な利得を図る目的があったものと考えられます。

 2．不適切な売上高及び利益への影響

　本件取引に関する平成17年3月期から平成21年3月期第2四半期までの、架空売上高の累計額は320億40百万円とな

り、過年度分を含む連結純利益への影響額は70億60百万円（内、過年度分53億4百万円、当期分17億55百万円）でし

た。また、当社個別決算についても、GYLからの受取配当金の返還及び当社に係る関係会社株式評価損の計上によ

り、純利益影響額は5億35百万円（内、過年度分2億33百万円、当期分3億2百万円）となりました。この影響額は平成

17年3月期から当第2四半期の各期決算において修正及び反映されております。

　なお、関東財務局への訂正報告書の提出は平成20年11月7日に行っております。
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Ⅱ．原因及び再発防止策

 1．本件取引の発生原因

　元所長が本件取引を開始するに至った原因は、業況の厳しい施設照明の分野において、千葉営業所の業績を引き上

げようとしたことであると考えられますが、本件取引の開始後は、Ⅰ．1．3）で述べた個人的な利得を図る目的が

本件取引の長期間の継続に寄与していると考えられます。また、長期間にわたり本件取引が発見されなかった点に

ついては、GYLのみならず、当社及び当社グループ全体としての内部統制システムに問題があったためであると認

識しております。特に内部統制上の問題として、具体的に次の4点が挙げられます。

1）リスク管理・コンプライアンス意識の欠如に基づく過大取引の放置

　本件取引当時のGYL幹部（元社長や元営業部長）は、千葉営業所の売上が他の支店及び営業所に比べて過大であ

ることについては認識しておりました。また、遅くとも平成18年2月には千葉営業所の業績に疑義を持ちつつも漫

然と本件取引を放置し、具体的調査をせず当社及びGYLの取締役会にも報告しておりませんでした。これは、本件

取引を実行した元所長もさることながら、上記幹部においても、そのリスク管理・コンプライアンス意識が欠如し

ていたというほかありません。

2）モニタリング体制

　親会社としての当社からGYLに対する監視及びGYL内部における監視のいずれにおいても、監視体制が有効に機

能せず、結果として、本件取引を長期間にわたり発見することができませんでした。

　当社には、子会社の業務を監査する部署として監査室があります。監査室はGYLに対して毎年内部監査を実施し

ておりましたが、形式的な書類の有無の確認にとどまり、取引内容の確認などの実質的な調査を行っておりません

でした。GYLでは本件取引の対象となった他社製品の仕入や販売について、元所長の指示どおりに行っておりまし

た。GYLとして取引の実態について把握し、制御する仕組みが構築されておりませんでした。

3）従業員などからの情報収集体制

　GYLを含む当社グループには内部通報制度が整備されておりましたが、実効的に活用されておりませんでした。

4）人事滞留・配置体制の不備

　元所長を20年以上にわたり千葉営業所に配置し、配置転換を行っておりませんでした。また、平成16年以降、元所

長と管理監督権限のない1名の従業員という人員配置になっていたため、千葉営業所における監視体制が機能して

おりませんでした。

 2．再発防止策

　外部調査委員会からの提言を受け、当社として本件取引の発生原因を再認識した上で、本件取引のような不正取引

が二度と発生しないよう、以下のとおりの再発防止策を導入することとし、当社及び当社グループ全体の内部統制

システムの再構築に早急に着手します。

1）コンプライアンス意識の改革

(a）経営トップによる「反省と誓い」

　今回のコンプライアンスに係る不祥事を起こしたことを深く反省し、今後はコンプライアンスの徹底を誓いま

す。経営トップが、このことを当社グループ全社員へ宣言し、誓うとともに、「反省と誓い」を社員全員と共有し

ます。

(b）コンプライアンス教育

　当社グループの全社員を対象に、コンプライアンス教育（法令順守、社内規則遵守、企業倫理など）を実施しま

す。また、平成21年3月末までの間に、外部講師による研修を階層別に実施します。加えて、当該階層別のコンプラ

イアンス研修を平成21年4月以降も体系的な教育カリキュラムとして定着させ継続的な研修を行います。また、

企業倫理基準、企業倫理行動ガイドライン、企業倫理ヘルプラインに重点を置き、現在当社が制定しているコン

プライアンスマニュアルを社員が読みやすく分かりやすい内容のものとするなどの改訂を行い、当該コンプラ

イアンスマニュアルに関する説明会を当社グループ各社にて行うなど、コンプライアンスに関する教育の充実

を図ります。

(c）コンプライアンス調査

　当社グループ全社員を対象に、定期的なコンプライアンスに関するアンケート調査を実施します。

2）監視活動の強化

(a）当社による監視活動の強化

　当社グループでは現在、当社の中に設置された内部統制室、監査室及び財務統括部業務指導グループの3組織が

別体制で監視活動を行っております。しかし、当該監視活動が必ずしも十分なものではなく、その結果、本件取引

が発生したことに鑑み、今後は下記の内容にて監視活動を強化し、二重三重のチェックを行います。
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①内部統制システムの構築

　当社グループでは平成18年10月1日にプロジェクトを立ち上げ、平成20年10月1日にその活動を引き継ぐ形で

当社取締役社長直轄の組織である内部統制室を設置しました。現在、当社グループ全体の全社的統制や業務プ

ロセス統制における（ⅰ）業務の有効性及び効率性（ⅱ）財務報告の信頼性（ⅲ）事業活動に関わる法令な

どの遵守（ⅳ）資産の保全などに鋭意取り組んでおります。この取り組みの中で、特にGYLにおける内部統制

上の重大な欠陥についての改善活動を継続的に行います。

②監査室の体制強化

　当社取締役社長直轄の組織である監査室の権限を強化します。従来の内部監査では、被監査部門には監査内

容を基本的に事前通知しておりましたが、今後は監査当日に対象とする取引案件を提示した上で証憑類の提

出を要求することに加え、現地での現物確認などにより取引の実在性についても確認を行います。さらに、内

部監査の終了後に提出する監査報告書に記載した指摘事項に対して、被監査部門に改善報告書の提出を徹底

させ、フォロー監査も行います。これらを平成20年11月より実施し、内部監査の質を高めます。

③業務指導グループの活用

　本件取引が発覚する以前から、当社財務統括部の下に業務指導グループという組織があり、事業子会社4社と

株式会社 ジーエス・ユアサ パワーサプライ（社長：依田　誠。本社：京都市南区。以下、「GYP」といいま

す。）内の3事業本部の業務に不適切な処理がないか調査しておりました。業務指導グループでは今後、まず平

成20年12月より約1年間かけて、証憑類の確認にとどまらず、現地で現物を実際に確認するなど、より実地にお

ける調査手法を採用することにより、事業子会社及びGYPの各事業本部における取引実態の実在性を確認し

ます。

(b）GYL内部における監視活動の強化

①当社グループ事業体制の見直し

　今回の不適切な取引を行った事業子会社GYLを消滅会社とし、グループ中核の事業子会社であるGYPを存続

会社として、平成21年2月を目処に吸収合併を行う予定であります。これにより、GYPの経営管理の下で、毎月事

業部門単位で幹部会を開催し、業績の進捗確認、今後の業績見通し及び事業での問題点などを確認します。

②他の部署からのモニタリングの強化

　GYLが自社生産品と併せて販売する他社製品のポールなどを購入した場合、購入品をGYLの工場や倉庫に受

け入れることなく、ほとんどが製造元から現場へ直送されます。このような場合、従来は現物チェックを行っ

ておりませんでしたが、今後は製造元から出荷した後に現地にて現物を確認します。「製品納入の現地確認」

をもって売上計上を行います。また、現物の写真撮影を行い、確認者がサインした上で当該物件の他の証憑類

とともに記録保管します。これらは平成20年10月より実施しております。

③各営業所内におけるモニタリングの強化

　今回不適切な取引が発生したGYL千葉営業所は、元所長と女性社員の2名体制の営業拠点でした。今後は当社

グループ各社の営業拠点の最小人員単位を3名とし、不正な業務が二度と発生しないよう、相互牽制機能を働

かせます。

④業務フロー上におけるモニタリングの強化

(ⅰ) 購入再販品のみの取引の禁止

　GYL自社生産品を含まない、購入再販品のみの仕入・販売の取引を平成20年10月より禁止しました。今後

は購入再販品のみでの取引ができない仕組みへ、新たに社内ルールを作成し、運用を徹底します。

(ⅱ）GYL与信管理マニュアル

　平成20年4月に制定し、与信管理や回収管理について定めておりますが運用できておりませんでした。内

容を見直した上で、確実な運用を実施します。

(c）GYL業務分掌規則、GYL職務権限規則

　資材購入品の担当部署、決定権限者を明確にします。また、営業各拠点に対する管理・監督を厳格にします。

3）従業員からの情報の伝達

(a）当社企業倫理ヘルプライン規程

　当社グループの内部通報制度は、グループ社員全員が顕名で利用できます。しかしながら、今回のGYLの不適切

な取引に関し、当制度が利用されなかったことから、より利用しやすい制度に改正します。今後は匿名でも利用

できるようにした上で、外部受付窓口の担当弁護士名と専用電話番号を明記します。これを社内イントラネット

掲示板に掲載し、当社グループ全社員へ周知します。また、内部通報制度とは別に、当社グループの取引先など社

外の第三者が利用可能な外部通報制度を新たに設けます。
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4）人事制度の見直し

(a）人事ローテーション

　本件取引が、同一職務における長期間の在籍を1つの原因として発生していることに鑑み、GYL社員の中で、そ

の職務の性質上、他の業務への異動が困難である業種（技術開発職、専門職、特定業務職及び製造職など）を除

き、1つの職場において同一職務への従事が長期にわたる者については、適時・適切に人事異動を実施します。加

えて、GYLのみならず、当社グループ内の全社においても滞留人事の総点検を行い、同様に順次人事異動を実施

します。原則として、滞留人事は認めない人事制度とします。

(b）人事交流の活発化

　GYLは当社グループの中核事業である電池・電源事業とは製品が異なったため、その性質上、他部門との人事

交流はほとんどありませんでした。Ⅱ．2．2）(b）①で述べた当社グループ事業体制の見直しを機に、今後は当

社グループの他の事業子会社との人事交流を活発に行い、風通しの良い会社とすべく企業風土を改善します。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

　当社は、平成16年の日本電池株式会社と株式会社 ユアサ コーポレーションの経営統合による設立以来、企業再編

が進む世界の蓄電池業界の中にあって、「革新と成長」という企業理念を基軸に、国際競争力の強化、次世代技術の

開発及び経営革新と経営効率化を推進し、グローバル企業として企業価値の最大化を目指しております。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループが保有する高い技術力とそれを支える優

秀な人材、その人材が能力を発揮することができる企業文化、最先端の製品、ブランド価値、お客様の当社に対する

信頼といった当社の企業価値の源泉を理解し、中長期的な観点に立ち、企業価値、株主共同の利益を最大化していく

ことを可能とする者である必要があると考えております。

　当社は、当社株式に対する大量買付等が行われた際に、これらが当社の企業価値、株主共同の利益に資するもので

あれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断

は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものであります。

　しかしながら、株式の大量買付等の中には、対象会社の企業価値、株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

もの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付等の行

為について検討し、代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社に買収者の提示した条

件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値、株主共同の利益

に資さないものも少なくありません。

　とりわけ、原材料価格の市況、金利上昇などの影響や、海外経済動向の影響が懸念され、引き続き不透明感の漂う状

況において、当社が今後も持続的に企業価値を確保、向上させていくためには、当社グループが保有する高い技術力

とそれを支える優秀な人材、その人材が能力を発揮することができる企業文化、最先端の製品、ブランド価値、お客

様の当社に対する信頼といった企業価値の源泉を活用し、中長期的な観点に立ち、企業価値、株主共同の利益を最大

化していくことが必要であります。当社の株式の大量買付等を行う者が、当社が培ってきた企業価値の源泉を理解

したうえで、これらを中長期的に確保し、向上させることができないのであれば、上述の経営目標の達成が困難にな

るのはもちろんのこと、当社の企業価値、株主共同の利益は毀損されることになります。

　こうした事情に鑑み、当社は、このような買収に対しては、必要かつ相当な対抗措置を講ずることにより、当社の企

業価値、株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

②具体的な取り組み

イ．会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み

　当社は、上記の「革新と成長」という企業理念を前提として、平成18年5月26日には「第一次中期経営計画」を

策定し、「『革新と成長』－ＧＳ ＹＵＡＳＡは、社員と企業の「革新と成長」を通じ、人と社会と地球環境に貢

献します。」という企業理念、「ＧＳ ＹＵＡＳＡは、電池で培った先進エネルギー技術で世界のお客様へ快適さ

と安心をお届けします。」という経営ビジョンに基づき、当社グループの新たな成長に取り組んでおります。
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ロ．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組み

　当社は、平成19年5月15日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させ

ることを目的として、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を、株主総会

において承認されることを条件に導入することを決議し、平成19年6月28日開催の定時株主総会において、本プラ

ンを導入することの承認を得ました。

　本プランは、当社株式に対する大量買付等が行われた際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、

あるいは株主の皆様がかかる大量買付等に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保するこ

と、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値、株主共同の利益を毀損する

大量買付等を抑止し、当社の企業価値、株主共同の利益を確保、向上させることを目的としております。

　本プランは、（イ）．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、ま

たは（ロ）．当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者

の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付（以下、併せて「買付等」といいます。）を対象とします。

　当社は、買付等を行う者（以下、「買付者等」といいます。）に対し、買付等の内容の検討に必要な情報及び当該

買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。

　買付者等から提出された情報及び当社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案（もしあれ

ば）等は、経営陣から独立した者（現時点においては社外監査役1名及び社外有識者2名）から構成される企業価

値評価委員会に提供されます。企業価値評価委員会は、必要に応じて、外部専門家の助言を得た上、買付等の内容

の評価、検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、株主に対する情報開示等を行います。

　企業価値評価委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、または買付者等の買付等の

内容の検討、買付者等との協議、交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかに該当し、新株予約権の

無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対し、新株予約権の無償割当てを

実施することを勧告します。

　当社取締役会は、企業価値評価委員会の勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施に関する会社法

上の機関としての決議を行い、別途定める割当期日における当社の最終の株主名簿または実質株主名簿に記載ま

たは記録された当社以外の株主に対し、その保有する当社株式1株につき新株予約権1個の割合で、新株予約権を

無償で割当てます。

　この新株予約権は、新株予約権者が行使価額（新株予約権1個当たり1円を下限とし当社株式1株の時価の2分の1

の金額を上限とする金額の範囲内で、当社取締役会が新株予約権無償割当て決議において定める金額）に相当す

る金銭を払い込むことにより、当該新株予約権者に対し、1個の新株予約権につき、原則として当社株式1株が発行

される、というものですが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付されております。また、

当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されて

おり、当社がかかる条項に基づく取得をする場合、新株予約権1個と引換えに、原則として当社株式1株が交付され

ます。

　当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断

する事項について、情報開示を行います。

　本プランの有効期間は、平成21年3月31日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まででありま

す。ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場

合、または当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、本プランはその時点で廃止されることとなります。

　本プランの導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な影響

が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆様が

新株予約権行使の手続を行わないとその保有する当社株式が希釈化される場合があります。（ただし、当社が当

社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。）

③具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　上記イ．に記載した基本方針の実現に資する特別な取り組みは、いずれも当社の企業価値、株主共同の利益の確

保、向上に資する具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うとともに、当社の株主共同の利益に資するもので

あり、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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　また、本プランは、上記ロ．に記載のとおり、当社の企業価値、株主共同の利益を確保、向上させる目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主意思を重視するものであること、独立

性の高い社外者によって構成される企業価値評価委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず企業価

値評価委員会の判断を経ることが必要とされていること、企業価値評価委員会は当社の費用で第三者専門家の助言

を得ることができるとされていること、有効期間が2年間と定められている上、株主総会または取締役会によりいつ

でも廃止できるとされていることなどにより、その公正性、客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価

値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありませ

ん。 

(4）研究開発活動

　当第2四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は12億96百万円であります。

　また、当第2四半期連結会計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は、次のとおりであります。

①電池及び電源

　鉛蓄電池の分野において、電極処方及び製造処方の最適化と新構造の採用によって、自己放電性能及び電池容量を

向上させた次世代二輪用電池「GYZ20」を開発し、米国工場での生産・販売を開始しました。

　それ以外の分野では、当第2四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

②照明

　当第2四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

③その他

　当第2四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しく、とりわけ各事業分野での激しい価格競争が続いております。

また、当社グループの主要製品である自動車用鉛蓄電池の販売数量は、季節の変化、特に（冷夏、暖冬など）気候の変

化による影響を大きく受けます。一方、コストの面では、当社グループの主要製品である鉛蓄電池は、主要原材料に鉛

を使用しておりますので、この鉛価格の変動は製造コストに影響を与えます。特に近年は鉛価格の変動が激しく、当社

グループの経営成績に大きな影響を与える可能性があります。

　当社グループとしましては、これらの状況を踏まえて、主要原材料である鉛の価格変動に対し、さらなる合理化や経

費削減に取り組むとともに、コストに見合った適正な販売価格の是正に向けて顧客の皆様の御理解を得る努力をさら

に続ける所存であります。

　このような前提に基づきまして、平成20年度の連結業績の見通しは、通期では売上高3,000億円、営業利益130億円、経

常利益120億円と、第一次中期経営計画の最終目標利益の確保を目指し、当期純利益については40億円を目指します。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの当第2四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は、「(2）キャッシュ・フローの状況」に記

載しております。

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社は、第一次中期経営計画の前提として、企業理念と経営ビジョンを次のように定めました。

［企業理念］

　『革新と成長』－ＧＳ ＹＵＡＳＡは、社員と企業の「革新と成長」を通じ、人と社会と地球環境に貢献します。

［経営ビジョン］

　ＧＳ ＹＵＡＳＡは、電池で培った先進のエネルギー技術で世界のお客様へ快適さと安心をお届けします。

　この新しい企業理念と経営ビジョンのもと、中期経営計画期間を通じて、財務体質の強化、人材育成、総合的な生産性

向上を図り、強いグループ経営を実現します。特に次の経営課題を重視し、グループ全体で取り組みます。

①ＣＳＲの推進とコンプライアンス体制の確立

②原価経費低減活動の継続

③ＥＲＰ導入拡大と新しい経営管理システムの構築

④環境に配慮した鉛リサイクルシステムの確立
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第３【設備の状況】

１ 主要な設備の状況

　当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２ 設備の新設、除却等の計画

(1）前四半期連結会計期間末において実施中または計画中であった重要な設備の新設、拡充若しくは改修のうち、当第2

四半期連結会計期間に完成した主なものは、次のとおりであります。

会社名 所在地
事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
金額

（百万円）
完成年月

㈱ジーエス・ユアサ

パワーサプライ
京都市南区

電池及び電源
自動車用鉛蓄電池等の

製造設備
150 平成20年9月

電池及び電源
電源装置・産業用鉛蓄

電池等の製造設備
133 同上

電池及び電源

照明

その他　

関係会社賃貸設備等 680 同上　

　（注）金額には消費税等は含まれておりません。

(2）当第2四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。
　 （単位：百万円）

会社名 所在地
事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完成予定年月 必要性
総額

既支
払額

㈱リチウムエナ

ジー ジャパン
京都市南区 その他

リチウムイ

オン電池の

製造設備

2,444 1,044
自己資金及

び借入金
平成20年8月 平成21年3月

生産能力の

拡充
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 367,574,714 367,574,714

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

計 367,574,714 367,574,714 － －

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成20年9月30日 － 367,574 － 16,505 － 62,820
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(5)【大株主の状況】

　 平成20年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町2－11－3 21,583 5.87

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2－1－1 14,000 3.81

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋3－5－12 13,473 3.67

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町1 11,180 3.04

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1－8－11 9,630 2.62

株式会社　三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 9,327 2.54

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口4G）
東京都中央区晴海1－8－11 9,120 2.48

株式会社　京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町700 7,740 2.11

株式会社　三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1－1－2 7,108 1.93

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3－33－1 5,929 1.61

計 － 109,092 29.68

　（注）1．所有株式数の千株未満は切り捨てて表示しております。

2．日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は全

て信託業務に係るものであります。

(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

普通株式      473,000

（相互保有株式）

普通株式       89,000

完全議決権株式（その他）(注）1 普通株式  365,440,000 365,440 同上

単元未満株式（注）2 普通株式    1,572,714 － －

発行済株式総数 　       367,574,714 － －

総株主の議決権 － 365,440 －

　（注）1．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が74,000株含まれておりま

す。

また、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数74個が含まれております。

2．「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が775株含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　     

株式会社 ジーエス

・ユアサ コーポ

レーション

京都市南区吉祥院西ノ

庄猪之馬場町1
473,000 － 473,000 0.13

（相互保有株式） 　     

青森ユアサ電池販売

株式会社

青森市大字石江字江渡

11－5
62,000 － 62,000 0.01

ジーエス・ユアサ取

引先持株会

京都市南区吉祥院西ノ

庄猪之馬場町1
26,000 － 26,000 0.01

富士電器株式会社
大阪府豊中市勝部1－8

－4
1,000 － 1,000 0.00

計 － 562,000 － 562,000 0.15

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　 （単位：円）

月別 平成20年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高 324 418 630 557 585 580

最低 281 309 406 430 459 348

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年8月7日内閣府令第50号）附則第7条第1項第5号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、当第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20

年9月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
平成20年9月30日

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
平成20年3月31日

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,797 9,454

受取手形及び売掛金 63,805 66,956

商品及び製品 37,280 36,416

仕掛品 10,304 11,059

原材料及び貯蔵品 9,772 9,756

その他 12,647 14,805

貸倒引当金 △474 △399

流動資産合計 146,132 148,049

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 24,456 24,040

機械装置及び運搬具 21,245 22,692

土地 18,525 18,658

建設仮勘定 3,472 2,533

リース資産 24 －

その他 2,138 2,274

有形固定資産合計 ※1
 69,862

※1
 70,199

無形固定資産

のれん － 337

リース資産 8 －

その他 2,108 2,348

無形固定資産合計 2,117 2,686

投資その他の資産

投資有価証券 29,549 31,131

その他 9,578 8,905

貸倒引当金 △587 △598

投資その他の資産合計 38,541 39,438

固定資産合計 110,521 112,323

繰延資産 11 18

資産合計 256,665 260,392
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（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
平成20年9月30日

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
平成20年3月31日

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 25,233 34,554

短期借入金 70,868 70,382

コマーシャル・ペーパー 5,455 3,507

未払金 12,422 12,883

未払法人税等 1,549 1,435

その他 11,716 11,890

流動負債合計 127,246 134,653

固定負債

長期借入金 36,249 30,968

退職給付引当金 6,382 6,259

役員退職慰労引当金 399 389

リース債務 31 －

その他 9,685 10,001

固定負債合計 52,748 47,619

負債合計 179,994 182,273

純資産の部

株主資本

資本金 16,505 16,505

資本剰余金 38,344 38,339

利益剰余金 8,541 8,395

自己株式 △149 △99

株主資本合計 63,241 63,140

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,091 7,291

繰延ヘッジ損益 △484 △140

土地再評価差額金 1,621 1,621

為替換算調整勘定 △1,066 604

評価・換算差額等合計 6,162 9,377

少数株主持分 7,266 5,601

純資産合計 76,671 78,119

負債純資産合計 256,665 260,392
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第2四半期連結累計期間
　自　平成20年4月 1日
　至　平成20年9月30日

売上高 144,439

売上原価 113,117

売上総利益 31,322

販売費及び一般管理費 ※
 24,791

営業利益 6,530

営業外収益

受取利息 85

受取配当金 239

持分法による投資利益 1,191

為替差益 279

不要原材料処分利益 224

その他 511

営業外収益合計 2,531

営業外費用

支払利息 1,618

その他 633

営業外費用合計 2,251

経常利益 6,810

特別利益

固定資産売却益 42

投資有価証券売却益 17

預託金戻入益 40

その他 94

特別利益合計 193

特別損失

固定資産除却損 177

固定資産売却損 3

投資有価証券評価損 139

たな卸資産評価損 711

循環取引損失 1,442

その他 148

特別損失合計 2,624

税金等調整前四半期純利益 4,379

法人税、住民税及び事業税 1,905

少数株主損失（△） △39

四半期純利益 2,513

EDINET提出書類

株式会社　ジーエス・ユアサ　コーポレーション(E02089)

四半期報告書

19/35



【第2四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間
　自　平成20年7月 1日
　至　平成20年9月30日

売上高 74,857

売上原価 58,115

売上総利益 16,742

販売費及び一般管理費 ※
 12,513

営業利益 4,228

営業外収益

受取利息 44

受取配当金 0

持分法による投資利益 556

不要原材料処分利益 129

その他 226

営業外収益合計 957

営業外費用

支払利息 791

為替差損 401

その他 333

営業外費用合計 1,525

経常利益 3,660

特別利益

固定資産売却益 27

投資有価証券売却益 17

その他 54

特別利益合計 98

特別損失

固定資産除却損 120

固定資産売却損 1

投資有価証券評価損 73

循環取引損失 1,036

その他 82

特別損失合計 1,314

税金等調整前四半期純利益 2,444

法人税、住民税及び事業税 1,226

少数株主損失（△） △134

四半期純利益 1,352
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第2四半期連結累計期間
　自　平成20年4月 1日
　至　平成20年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,379

減価償却費 4,464

投資有価証券評価損益（△は益） 139

投資有価証券売却損益（△は益） △17

貸倒引当金の増減額（△は減少） 80

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9

受取利息及び受取配当金 △324

支払利息 1,618

為替差損益（△は益） 217

有形固定資産売却損益（△は益） △38

有形固定資産除却損 177

持分法による投資損益（△は益） △1,191

売上債権の増減額（△は増加） 5,631

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,472

仕入債務の増減額（△は減少） △8,643

その他 △995

小計 4,032

利息及び配当金の受取額 683

利息の支払額 △1,645

法人税等の支払額 △1,936

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,134

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,452

有形固定資産の売却による収入 158

投資有価証券の取得による支出 △6

投資有価証券の売却による収入 31

貸付けによる支出 △1

貸付金の回収による収入 261

その他 △484

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,493
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（単位：百万円）

当第2四半期連結累計期間
　自　平成20年4月 1日
　至　平成20年9月30日

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

7,973

長期借入れによる収入 12,125

長期借入金の返済による支出 △13,933

自己株式の取得による支出 △40

配当金の支払額 △1,836

少数株主への配当金の支払額 △31

連結子会社設立に伴う少数株主からの払込によ
る収入

195

連結子会社増資に伴う少数株主からの払込によ
る収入

1,715

その他 △148

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,020

現金及び現金同等物に係る換算差額 △314

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,346

現金及び現金同等物の期首残高 9,430

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,776
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第2四半期連結累計期間
自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

1.連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更
　　当第2四半期連結会計期間より、

GS Yuasa Siam Industry Ltd.を新たに設
立したため、連結の範囲に含めており
ます。
　　また、㈱ユアサパーソネルは当第2四半
期連結会計期間において清算したた
め、連結の範囲から除外しております。
（2）変更後の連結子会社の数
　　　71社

　

2.会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
の変更
　たな卸資産
　　通常の販売目的で保有するたな卸資産
については、従来、主として総平均法に
よる原価法によっておりましたが、第1
四半期連結会計期間より「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計基
準第9号　平成18年7月5日）が適用され
たことに伴い、主として総平均法によ
る原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）により算定しております。
　　これにより、当第2四半期連結累計期間
の営業利益及び経常利益が119百万円
減少し、税金等調整前四半期純利益が
831百万円減少しております。
　　なお、セグメント情報に与える影響は、
当該箇所に記載しております。

　

　

　 （2）「連結財務諸表作成における在外子
会社の会計処理に関する当面の取扱
い」の適用

　　第1四半期連結会計期間より、「連結財
務諸表作成における在外子会社の会計
処理に関する当面の取扱い」（実務対
応報告第18号　平成18年5月17日）を適
用し、連結決算上必要な修正を行って
おります。
　　なお、この変更による影響は軽微であ
ります。
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当第2四半期連結累計期間
自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

　 （3）リース取引に関する会計基準の適用
　　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成5年6

月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年3月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成

6年1月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年3月30日改

正））が平成20年4月1日以後開始する

連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用することができることに

なったことに伴い、第1四半期連結会計

期間からこれらの会計基準等を適用

し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、リース取引開始日がリース会計

基準適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を適用しておりま

す。

　この変更による影響は軽微でありま

す。

　

　 （4）「ローン・パーティシペーションの
会計処理及び表示」の適用

　　「ローン・パーティシペーションの会

計処理及び表示」（会計制度委員会報

告第3号　平成20年3月25日）の改正に

伴い、第1四半期連結会計期間から従来

参加者へ売却したものとして会計処理

していた貸出債権は、原債権者である

当社グループの資産として会計処理し

ております。

　なお、この変更による影響は軽微であ

ります。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第2四半期連結累計期間
自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

税金費用の計算 　税金費用については、当第2四半期連結会
計期間を含む連結会計年度の税引前当期純
利益に対する税効果会計適用後の実効税率
を合理的に見積り、税引前四半期純利益に
当該見積実効税率を乗じて計算しておりま
す。
　なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及
び事業税に含めて表示しております。
　

【追加情報】

当第2四半期連結累計期間
  自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社の主要な機械装置については、

従来、耐用年数を主として12年としておりましたが、平成

20年度の法人税法の改正による法定耐用年数の短縮を契

機として資産の利用状況等を見直した結果、第1四半期連

結会計期間より主として7年に変更しました。

これにより、当第2四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ602百

万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第2四半期連結会計期間末
平成20年9月30日

前連結会計年度末
平成20年3月31日

※1　有形固定資産の減価償却累計額は116,618百万円であり

ます。

※1　有形固定資産の減価償却累計額は118,328百万円であ

ります。

　2　偶発債務

保証債務及び保証予約

 下記の5社の銀行等の借入金に対し債務保証を行っ　

　ております。

　2　偶発債務

保証債務及び保証予約

 下記の5社の銀行等の借入金に対し債務保証を行っ　

　ております。

PT. GS Battery 627百万円

上海杰士鼎虎動力有限公司 38 〃

天津東邦鉛資源再生有限公司 140 〃

連雲港倚天科技有限公司 156 〃

北京日佳電源有限公司 14 〃

合計 978 〃

PT. GS Battery 809百万円

上海杰士鼎虎動力有限公司 35 〃

天津東邦鉛資源再生有限公司 128 〃

連雲港倚天科技有限公司 151 〃

北京日佳電源有限公司 14 〃

合計 1,139 〃

　この他に、下記の会社の銀行等の借入金に対し保証

予約を行っております。

　この他に、下記の会社の銀行等の借入金に対し保証

予約を行っております。

山東華日電池有限公司 451百万円

　  　

山東華日電池有限公司 416百万円
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当第2四半期連結会計期間末
平成20年9月30日

前連結会計年度末
平成20年3月31日

　3　財務制限条項

　借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合計

27,000百万円）には、財務制限条項が付されており、下

記のいずれかの条項に抵触した場合、多数貸付人の請

求に基づくエージェントの借入人に対する通知によ

り、契約上の全ての債務について期限の利益を失い、

借入金元本及び利息を支払うことになっております。

　3　財務制限条項

　同左

（条項）

(1）①シンジケートローン契約による借入の内、

27,000百万円

　各年度の決算期の末日（中間決算を除く）にお

ける連結貸借対照表に記載される純資産の部の

合計額を(ⅰ)644億円（ただし、シンジケートロー

ン契約のうち、12,000百万円については、626億

円）または(ⅱ)直近年度の決算期の末日における

連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持

すること。

（条項）

(1）①シンジケートローン契約による借入の内、

12,000百万円

　平成17年3月期における連結貸借対照表に記載

される従来の資本の部の合計金額を512億円以上

に、平成18年3月期以降については、（ⅰ）512億

円または（ⅱ）直前の営業年度末の連結貸借対

照表における従来の資本の部の合計金額の75％

のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

(2）各年度の決算期の末日（中間決算を除く）におけ

る損益計算書及び連結損益計算書に記載される

経常損益をいずれも2期連続で損失としないこ

と。

　

　

(1）②シンジケートローン契約による借入の内、

15,000百万円

　各年度の決算期の末日（中間決算を除く）にお

ける連結貸借対照表に記載される純資産の部の

合計額を(ⅰ)644億円または(ⅱ)直近年度の決算期

の末日における連結貸借対照表に記載される純

資産の部の合計金額の75％のいずれか高い方の

金額以上に維持すること。

　 (2）各年度の決算期の末日（中間決算を除く）におけ

る損益計算書に記載される経常損益を2期連続で

損失としないこと。

 (3）平成17年3月期以降の各営業年度末の報告書等に

記載される連結貸借対照表における有利子負債

（短期借入金、1年以内返済予定長期借入金、長期

借入金、社債等）の合計を、従来の資本の部の合

計の2倍以下に維持すること。((1)②を除く)

 (4）各年度の決算期の末日（中間決算を除く）におけ

る連結損益計算書に記載される経常損益を2期連

続で損失としないこと。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第2四半期連結累計期間
  自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

※　 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記

のとおりであります。

荷造運送費 3,719百万円

従業員給与及び賞与 8,040 〃

福利厚生費 1,204 〃

退職給付費用 992　 〃

不動産賃借料 575 〃

減価償却費 601 〃

研究開発費 1,426 〃

　

当第2四半期連結会計期間
  自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日

※　 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は下記

のとおりであります。

荷造運送費 1,961百万円

従業員給与及び賞与 4,086 〃

福利厚生費 617 〃

退職給付費用 503　 〃

不動産賃借料 146 〃

減価償却費 307 〃

研究開発費 669 〃

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第2四半期連結累計期間
自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

※ 　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年9月30日現在）

現金及び預金勘定 12,797百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △20 〃

現金及び現金同等物 12,776 〃
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（株主資本等関係）

当第2四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自　平成20年4月1日　

至　平成20年9月30日）

1．発行済株式の種類及び総数

　普通株式   　　367,574千株

　

2．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　474千株

　

3．配当に関する事項

　 配当金支払額

（決議）
株式の種類 配当の総額 配当の原資

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式 1,836百万円 利益剰余金 5円 平成20年3月31日 平成20年6月30日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第2四半期連結会計期間（自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日）

　

電池及び電源

照明
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社

(百万円)

連結
(百万円)

国内

海外
(百万円)

小計
(百万円)

自動車
電池

(百万円)

産業電池
及び
電源装置
(百万円)

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 18,315 16,211 33,604 68,132 2,303 4,422 74,857 － 74,857

(2）セグメント間の内部売上

    高又は振替高
254 48 6 309 16 1,139 1,464 (1,464) －

計 18,569 16,259 33,611 68,441 2,319 5,561 76,322 (1,464) 74,857

営業利益 1,248 2,174 1,097 4,521 114 74 4,710 (481) 4,228

当第2四半期連結累計期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日）

　

電池及び電源

照明
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社

(百万円)

連結
(百万円)

国内

海外
(百万円)

小計
(百万円)

自動車
電池

(百万円)

産業電池
及び
電源装置
(百万円)

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 33,813 29,742 67,855 131,412 4,515 8,512 144,439 － 144,439

(2）セグメント間の内部売上

    高又は振替高
416 58 11 486 33 2,179 2,699 (2,699) －

計 34,230 29,801 67,866 131,898 4,549 10,691 147,139 (2,699) 144,439

営業利益 737 2,998 3,274 7,010 100 331 7,442 (912) 6,530

　（注）1．事業区分は、当社グループの各社別を基礎として、現に会社が採用する売上集計区分によっております。

2．各事業の主な製品

(1）電池及び電源：鉛蓄電池、電源装置及び自動車関連機器等

(2）照明：施設照明及び紫外線照射装置

(3）その他：その他電池、「電池及び電源」を除く電気機器、環境関連機器及び電池製造設備等

3．会計方針の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」2.会計処理基準に関する事項の変

更（1）に記載のとおり、第1四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第9号　平成18年7月5日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第

2四半期連結累計期間の営業利益が、「電池及び電源」事業で112百万円、「照明」事業で3百万円、「その

他」事業で3百万円それぞれ減少しております。

4．追加情報

　「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の法人税法の改正による法定耐用年数の短縮を契機として資産

の利用状況等を見直した結果、第1四半期連結会計期間より、主要な機械装置について耐用年数を主として7

年に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第2四半期連結累計期間の営

業利益が「電池及び電源」事業で488百万円、「照明」事業で6百万円、「その他」事業で107百万円それぞれ

減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第2四半期連結会計期間（自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日）

　
日本

（百万円）

アジア

（百万円）

欧米

（百万円）

その他の地域

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 45,824 13,976 10,075 4,981 74,857 － 74,857

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
4,704 5,513 51 － 10,270 (10,270) －

計 50,529 19,490 10,126 4,981 85,128 (10,270) 74,857

営業利益 4,121 77 686 2 4,888 (659) 4,228

当第2四半期連結累計期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日）

　
日本

（百万円）

アジア

（百万円）

欧米

（百万円）

その他の地域

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 85,544 29,348 20,430 9,116 144,439 － 144,439

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
9,780 10,530 52 － 20,363 (20,363) －

計 95,325 39,878 20,483 9,116 164,803 (20,363) 144,439

営業利益又は営業損失（△） 4,973 1,077 1,238 △56 7,232 (701) 6,530

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア　　　　---------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2）欧米　　　　　---------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3）その他の地域　---------------　オーストラリア、ニュージーランド

3．会計方針の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」2.会計処理基準に関する事項の変

更（1）に記載のとおり、第1四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第9号　平成18年7月5日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第

2四半期連結累計期間の営業利益が、日本で119百万円減少しております。

4．追加情報

　「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の法人税法の改正による法定耐用年数の短縮を契機として資産

の利用状況等を見直した結果、第1四半期連結会計期間より、主要な機械装置について耐用年数を主として7

年に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第2四半期連結累計期間の営

業利益が、日本で602百万円減少しております。
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【海外売上高】

当第2四半期連結会計期間（自　平成20年7月１日　至　平成20年9月30日）

　 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 13,846 13,029 7,510 34,386

連結売上高（百万円）    74,857

連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 18.5 17.4 10.0 45.9

当第2四半期連結累計期間（自　平成20年4月１日　至　平成20年9月30日）

　 アジア 欧米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 29,427 27,414 12,772 69,614

連結売上高（百万円）    144,439

連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.4 19.0 8.8 48.2

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2．各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア　　　　----------------　中国、台湾、インドネシア、ベトナム　他

(2）欧米　　　　　----------------　米国、イギリス、ドイツ　他

(3）その他の地域　----------------　オーストラリア、ニュージーランド　他

3．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（1株当たり情報）

1．1株当たり純資産額

当第2四半期連結会計期間末
平成20年9月30日

前連結会計年度末
平成20年3月31日

1株当たり純資産額 189円06銭 1株当たり純資産額 197円49銭

2．1株当たり四半期純利益金額等

当第2四半期連結累計期間
  自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

当第2四半期連結会計期間
  自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日

1株当たり四半期純利益金額 6円85銭

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

1株当たり四半期純利益金額  3円68銭

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第2四半期連結累計期間
　自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

当第2四半期連結会計期間
　自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日

1株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 2,513 1,352

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,513 1,352

期中平均株式数（千株） 367,161 367,144

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社　ジーエス・ユアサ　コーポレーション(E02089)

四半期報告書

34/35



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 　 平成20年11月12日

株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション 　

取締役会　御中 　 　

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大西　寛文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　宏和　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジーエス・ユ

アサ コーポレーションの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成20年7

月1日から平成20年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジーエス・ユアサ コーポレーション及び連結子会社の平成20年

9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　　　　

　　　　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　2．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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